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こころのケア対応 
 
一般的なこころのケアに関する参考資料（3/3） 
災害時における疾患毎のこころのケア 

タイトル 用途及び対象 発行機関 発行年月 掲載URL 
① うつ対策推進方策

マニュアル－都道
府県・市町村職員
のために－ 

・用途：うつ病への適切な対処 
・支援対象：地域住民 

厚生労働省 
地域におけるうつ対策
検討会 
 

2004（平成
16）年1月 
 

http://www.mhlw.go.jp/shi
ngi/2004/01/s0126-
5.html#1 

② うつ対応マニュア
ル－保健医療従事
者のために－ 

・用途：うつ病への適切な対処 
・支援対象：地域住民 

厚生労働省 
地域におけるうつ対策
検討会 
 

2004（平成
16）年1月 

http://www.mhlw.go.jp/shi
ngi/2004/01/s0126-
5.html#2 

③ 被災時の飲酒問題 ・用途：飲酒により心身を害している人への 
 対処 
・支援対象：被災によりアルコールに依存し 
 てしまう人 

国立精神・神経医療研
究センター災害時ここ
ろの情報支援センター 

 2011（平成 
 23）年4月 
 更新 

http://saigai-
kokoro.ncnp.go.jp/docum
ent/pdf/mental_info_alcoh
ol.pdf 

④ 自殺に傾いた人を
支えるために－相
談担当者のための
指針－ 

・用途：相談と支援活動に必要な基本的な知 
 識や行動指針の確認 
・支援対象：自殺未遂者、自傷を繰り返す人 
 及び自殺を考えている人を含む「自殺に傾 
 いた人」 

厚生労働省厚生労働科
学研究費補助金こころ
の健康科学研究事業 

2009（平成
21）年1月 

http://www.mhlw.go.jp/bun
ya/shougaihoken/jisatsu/d
l/02.pdf 

⑤ ひきこもりの評
価・支援に関する
ガイドライン 

・用途：｢ひきこもり｣の評価と支援の実践的 
 なガイドラインとして作成されています。 
・支援対象：ひきこもり事例に当たる人 

厚生労働省厚生労働科
学研究費補助金こころ
の健康科学研究事業 

2010（平成
22）年5月 

http://www.ncgmkohnodai.
go.jp/pdf/jidouseishin/22n
cgm_hikikomori.pdf 

⑥ 被災認知症支援マ
ニュアル（医療
用） 

・用途：医療用 
・支援対象：避難所などで生活されている認 
 知症の人と家族 

日本認知症学会 2011（平成
23）年4月 

http://dementia.umin.jp/iry
ou419.pdf 

⑦ 被災認知症支援マ
ニュアル（介護
用） 

・用途：介護用 
・支援対象：避難所などで生活されている認 
 知症の人と家族及び介護職の人 

日本認知症学会 2011（平成
23）年4月 

http://dementia.umin.jp/ka
igo419.pdf 

　この図では、災害時における一般的なこころのケアのうち、とくに、うつ病、スト
レス、飲酒、自殺、ひきこもり、認知症などのケアに関する参考資料を紹介しています。
①及び②は、地域の行政職員や保健医療従事者が一般的なうつ対策に取り組む際の
マニュアルです。不安を抱えている人との会話での注意点と、説明の仕方や問いかけ
の例が具体的に挙げられています。
③では、保健・医療関係者向けに、被災によりアルコールに依存してしまう人への
対処法が説明されています。
④は、自殺未遂者、自傷を繰り返す人及び自殺を考えている人を含む「自殺に傾い
た人」を支援対象者として想定しています。保健所及び精神保健福祉センター職員、
市町村職員や民生委員 ･児童委員向けに、相談支援活動に必要な基本的知識や行動指
針が書かれています。
⑤は、ひきこもり事例のガイドラインです。精神保健・医療・福祉・教育などの専
門機関向けの ｢ひきこもり｣ の評価と支援の実践的な資料です。
⑥及び⑦は、避難所などで生活されている認知症の人と家族に関するマニュアルで
す。⑥は、現地で認知症医療に携わる医師や看護師など医療従事者を対象としていま
す。一方、⑦は、介護職の人を支援することを目的としています。

本資料への収録日：2015 年 3月 31日
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放射線防護体系 

国連科学委員会 
（UNSCEAR） 

報告書 

各国の委員会 
の報告書 

（全米科学アカデ
ミー（NAS）等） 

国際放射線防護 
委員会（ICRP） 
勧告/報告書 

各国の放射線 
防護の枠組み 

（法令、指針等） 

防護の原則 

科学的知見の 

収集・評価 

放射線安全 

基準策定 

原子力・放射線 

安全行政 

国際原子力機関 
（IAEA） 

国際基本安全基準 
（BSS） 

放射線影響研究 
放射線安全研究  

国際機関 
世界保健機関（WHO）  
国際労働機関（ILO） 

経済協力開発機構原子力機関 
（OECD／NEA） 

　毎年、世界の研究者から、放射線の線源や影響に関する研究が多数発表されます。
原子放射線の影響に関する国連科学委員会（United Nations Scientific Committee 
on the Effects of Atomic Radiation; UNSCEAR；アンスケア）は、幅広い研究
結果を包括的に評価し、国際的な科学コンセンサスを政治的に中立の立場からまとめ、
定期的に報告書の形で見解を発表しています。
　国際放射線防護委員会（ICRP）では、国連科学委員会の報告などを参考にしながら、
放射線防護の枠組みに関する勧告を行っています。ICRP の勧告や、国際原子力機関

（IAEA）が策定した国際的な合意形成による基本安全基準を参考に、日本でも放射線
防護に関する法令や指針などが定められています。

本資料への収録日：2013 年 3 月 31 日
改訂日：2015 年 3 月 31 日
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